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特集

1 車載市場におけるイメージング産業の事業機会は飛躍的に高まっている。先進運転支援
システム（ADAS）の導入により、イメージング技術は欠かせないものになっているた
めである。しかしながら、運転支援システムの導入を支える世界の先進技術企業は、従
来のカメラによる画像認識処理だけではなく、ミリ波レーダーやレーザーレーダーから
の情報を含めた複合認識を行う統合制御ユニットなどに注力領域をシフトし始めるな
ど、技術トレンドの大きな変化が現れており、日本のイメージング産業はこれらの変化
に対して大きな遅れをとっている。

2 こうした中、日本のイメージング企業は、高性能イメージセンサー、高画質カメラの開
発によって、デジタルカメラ、スマートフォン用イメージセンサーなどの分野では市場
で高いシェアを保有しているが、車載市場においては中心的地位を獲得できず、デバイ
スメーカーに甘んじている。その理由としては、①ビジネスサイクルの問題、②ビジネ
スリスクの問題、③電子アーキテクチャーの変化などへの圧倒的な対応遅れ、が挙げら
れる。

3 事業開発のシナリオとして大事になるのが、①パートナーの見極めと画像認識データの
蓄積、②カメラとレーザーレーダーなどを組み合わせた先進的画像処理・認識技術の開
発、③ROIなど事業評価の開発、を行うことである。車載市場で事業開発を行うために
は、デジタルカメラや事務機とはまったく異なる信頼性と長期の開発期間が求められ
る。経営者はこうしたことを明確に自覚した上で、事業開発に取り組むことが必要とな
る。
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Ⅰ	車載市場における
	 事業機会と開発構造の変化

1 車載事業における事業機会
車載市場におけるイメージング産業の事業

機会は飛躍的に高まっている。なぜならば先
進運転支援システム（ADAS）の導入が進
み、自動車運転の安全性を向上させるため
に、イメージング技術が欠かせないものとな
っているからである。安全性を向上させるた
めには、高感度・高ダイナミックレンジ・高
速の車載カメラ・CMOSセンサーなどの撮影
技術、取り込んだ画像から意味のある情報を
抽出する画像処理技術などが必要となる。こ
うした技術は自動運転などの技術進化のため
に必須であり、今後、市場がさらに拡大する
と予想される。

調査会社であるIHS Automotive社による
と、2016年の世界の自動車販売台数は、前年
比2.7％増で9000万台を突破するものと予測
されている。さらに、16年から21年までの年
平均成長率を 3 ％と予測しており、19年には
1 億台を超え、21年には 1 億500万台に達す
るとしている。それに伴い、16年に5000万台
を超えた車載カメラ台数は年平均14.9％のペ
ースで成長し、21年には 1 億台を超えると予
想されている。また、視界補助カメラ（リア
ビューカメラ）と高級車向けの画像認識カメ
ラが普及することで、自動車の台数に対する
車載カメラ台数の割合を示す投入率は17年に
は70％を突破、さらに21年には100％に達す
ると予想されている。

こうした車載市場の成長にもかかわらず、
日本のイメージング企業は事業機会を十分捉
えることができていない。日本のイメージン

グ企業はカメラ、イメージングセンサーとい
ったデバイスを供給しているが、開発構造の
変化の中で、もはやこうしたデバイスの性能
上の差異は重要性が低下している。その背景
となる開発構造の変化を次に述べる。

2 車載事業における
 開発構造の変化

自動運転に向けた認識・判断技術の採用
と、カーシェアリングを発端にした自動車の
所有・利用形態の本格的な変革の兆しを受
け、現在自動車産業は変革の真っ只中にあ
る。中でもイメージング技術に対する期待が
高まっており、外部環境認識、車内のドライ
バーの状態や意図を把握するための、本格的
な技術の採用が既に始まっている。

車内環境のイメージング処理は、ドライバ
ーの意図の把握を目指している。たとえば現
在、開発競争が進む自動運転機能は、緊急時
にはドライバーの操作を無視して、より安全
な操作を行うが、ドライバーの状態を把握し
ないと、操作をドライバーに戻してよいのか
どうかを判断できない。そのため、ドライバ
ーの状態を把握することが必須となってきて
おり、イメージング技術の重要性は増してい
る。

一方、世界の主要自動車メーカー（以下、
OEM）およびこれを支えるシステムサプライ
ヤー（以下、Tier1）、さらにはシステムを構
成する部品のサプライヤー（以下、Tier2）
は、レベル 3 と呼ばれる半自動運転を2020年
前後に、レベル 4 と呼ばれる完全自動運転を
25年前後に実用化させ、量産出荷することを
予定している（表 1 ）。

こうした、完全自動運転化の実現に向け
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なOEM、ITベンダーのすべてに共有されて
いる想定である。この流れを受け、カメラセ
ンサー向け認識処理で最も大きなシェアを誇
るモービルアイも、従来のカメラによる画像
処理・認識だけではなく、ミリ波レーダーや
レーザーレーダーからの情報を含めた、複合
認識を行う統合制御システムなどに注力領域
をシフトし始めている。モービルアイは、イ
スラエルに研究開発拠点を持ち、ADASの発
展に大きく貢献している企業であり、カメラ
での衝突防止・軽減を実現し、市場で圧倒的
なプレゼンスを獲得した企業である。

自動運転車を市販するには、夜間や悪天
候、さらには世界各国の道路・交通環境など
にしっかりと対応する必要がある。さまざま
な状況をカメラだけで画像処理・認識するに
は、極めて高精細で、暗視性能や視界不良時
の性能が極めて高い、結果として極めて高価
なカメラが必要になる。そのため、主要
OEMは既に自動運転機能の低コスト化を目

て、カメラ、ミリ波レーダー、レーザーレー
ダーなどの自動車のセンサー制御に関する電
子アーキテクチャーは、図 1 のように変化す
る見通しである。

まず、外部環境認識用センサーは、①カメ
ラ、②ミリ波レーダー、③レーザーレーダ
ー、の 3 種類となる（一部のセンサーは複数
搭載される）。

また、カメラやミリ波レーダーなど、個別
センサーに基づいて個別アプリケーション機
能を実現しているECU（Electronic Control 
Unit：電子制御ユニット）が再構成される。
将来、センサーは個別センサー単位の前処理
のみを行い、車両制御に直結する複合的な認
識と車両制御判断・ハンドルやブレーキ操作
の判断は統合制御システムで行うようになる。
すなわち、衝突回避などの自動運転に関連す
るアプリケーションが、センサーユニットか
ら統合制御システムに移行することになる。

こういったアーキテクチャー変化は、主要

表1　自動運転のレベル定義

自動運転のレベル 事故責任の考え方 概要

レベル4
すべての状況で、すべての操作が自動化さ
れた「完全自動運転車」

事故はドライバーの責任ではない

すべての状況で、すべての操作が自動化され、車が必
要に応じて乗客に指示を仰ぐが、人が操作する必要は
ない。
ドライバーは事故を心配して周辺を注視する必要がな
い。睡眠も可能

レベル3
高速道路など一部の状況ですべての操作が
自動化され、車が警告を発するまで、ドラ
イバーはハンドルから手を離していてよい
「半自動運転車」

ドライバーは車が判断を求めた場合
に備えて周辺を注視していなければ
ならない。事故はドライバーの責任
になり得る

高速道路上など一部の状況では、すべての操作が自動
化され、ほぼ自動で運転が可能（多くの自動車会社が
「自動運転」と呼ぶ最初のレベル）

レベル2、レベル1
（操舵、加減速、停止、発進など）運転操作
の1つもしくは複数が自動化された「部分自
動運転車」

ドライバーは事故が発生しないよう
に周辺を注視し、必要に応じて危険
を回避する責任がある。事故はほぼ
ドライバーの責任となる

（ハンドル操作、加減速、停止、発進など）運転操作
の複数の操作が自動化されている。一部で市販が始ま
り、多くのメーカーが販売を計画しているレベル（自
動運転と呼ぶメーカーとADASと呼ぶメーカーが混在）

レベル0
衝突安全機能以前の自動化機能 事故はほぼ常にドライバーの責任 ABS、オートクルーズなど既に普及している機能
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模な走行実績に基づく画像認識・処理技術に
より、現在の圧倒的な地位を獲得している。

これに対して、日本のイメージング産業
は、高性能イメージセンサー、高画質カメラ
の開発によってデジタルカメラ、スマートフ
ォン用イメージセンサーなどの市場で高いシ
ェアを保有しているが、車載市場においては
中心的地位を獲得できず、デバイスメーカー
に甘んじている。その理由として、①ビジネ
スサイクルの問題、②ビジネスリスクの問
題、③電子アーキテクチャーの変化などへの
圧倒的な対応遅れ、が挙げられる。

1 ビジネスサイクルの問題
車載エレクトロニクスの開発は、技術確認

を行う「研究・開発期」と、想定した機能が
きちんと実現できることを検証する「先行開
発期」、市販品を開発する「量産開発期」と
いう 3 つの時期に分けられる。一般的にそれ

指しているが、安価なカメラ、安価なミリ波
レーダーからの情報を統合制御ユニットで複
合的に組み合わせて認識・判断を行うこと
で、より安価にさまざまな状況に適切に対応
できるシステムを構築できると想定してい
る。このような環境において、車載イメージ
ングに求められる機能は、カメラなど単体で
の性能の良さから、統合制御システムのシス
テム構築力による認識・判断の向上へとその
開発の重点領域がシフトしている。

Ⅱ	日本イメージング産業の
	 現状と課題

第Ⅰ章で述べた状況の中、日本のイメージ
ング企業も車載におけるイメージング事業機
会を捉えようとしているが、前述したモービ
ルアイが、ADASで採用されるイメージング
技術において、先行して積み重ねてきた大規

図1　自動車のセンサー制御に関する電子アーキテクチャー変化の見通し
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ージング企業が、車載イメージング事業に参
入する際の障壁となっている。デジタルカメ
ラや事務機を使用しても直接的に生命にかか
わることはないが、自動車では、仮に画像処
理・認識を誤れば生命にかかわるからであ
る。車載イメージングの信頼性を高めるため
に、自動運転での技術開発においてさらなる
高度な画像処理・認識技術が求められてい
る。たとえば、雪の日の車線と雪との識別や
豪雨や逆光といった状況など、自動車が走行
するありとあらゆるシーンを想定しなければ
ならない。

ビジネスリスクの高さゆえ、性能はカタロ
グスペックではない、より実績に基づいたも
のを求められる。それには米国、欧州、中国
など、さまざまな国と地域でのさまざまな天
候、時間帯での走行による画像処理・認識デ

ぞれの期間は 3 〜 5 年の期間をかけて行われ
る（図 2 ）。

つまり、研究開発から先行開発、量産開発
へと進展させるには最長10年以上の月日がか
かり、その長さはコンシューマーエレクトロ
ニクスや事務機器の開発サイクルよりも圧倒
的に長い（デジタルカメラの開発で 2 〜 4
年）。このため、車載領域でOEMと技術確認
から発売までのプロセスをともに歩むこと
は、長い期間の投資が必要となり、開発から
コスト回収までのスパンの長さが、日本のイ
メージング産業における車載事業を展開する
上での大きな障壁となっている。

2 ビジネスリスクの問題
さらに車載事業においては、ビジネスリス

クの大きさが問題となる。これが日本のイメ

図2　車載エレクトロニクスの開発期間
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● どのような機能のユニットを作りたい
かなど商品コンセプト・商品企画の初
期案の提示

● 必要な要求水準（品質など）の提示

開発をリード

開発をリード

● 半導体／ソフトウエアエンジニアリン
グメーカーから提供される試作品が自
分たちの要求に適合しているか評価

● 技術全体を理解した上で問題の優先順
位付けと対応案の協議

● Tier1のユニット開発を管理
● 車両適合開発の実施

● 量産時を見据えた参画（同席）
● このタイミングでの関与度は低い

開発をリード

● 量産開発プラン作りのため参画
● このタイミングでの関与度は低い

● 量産プランにのっとり、量産設計・車
両適合などを分担

● チップは半導体メーカー提供、ソフト
はソフトウエアエンジニアリング/OEM
提供（Tier1提供品も存在）

開発をリード

● OEMのニーズを満たす上で、活用可
能な技術や実現可能性・時期などの情
報をOEMに提供

開発をリード

● コンセプト・企画案を基に、試作品を
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（チップ、ボード、アプリケーション
に加え、OEM内での開発支援も提供）

● 半導体の量産設計・製造を実施
● PFソフト、アプリケーションソフト
を開発・提供
（チップ、ボード、アプリケーション
に加え、OEM内での開発支援も提供）

先端領域での開発連携における、欧米OEM、欧米Tier1、欧米半導体・ソフトウエアエンジニアリングメーカーの役割

出所）各社に対するインタビューや公開情報より作成
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つまり、これまで先進技術の開発を行う
OEMとの共同開発で先進技術を入手してき
たTier1は、独自にこれらの技術開発を行う
ことを余儀なくされ始めたのである。その結
果として、大手Tier1は当該領域の人材の大
量採用や関連技術を持つ企業の買収を進める
ことになる。

前述の通り、自動運転系のアプリケーショ
ンが個別センサーから統合制御ユニットに移
行し始めるということは、個別センサー自体
がコモディティ化するということである。こ
の結果、個別センサーの開発がOEMとNVID-
IAやモービルアイなどの先進技術企業との共
同開発から、Tier1の安価なコモディティ品の
購買へと移行することが予想される（図 3 ）。

逆に、先進技術開発を行うOEMと先進企
業の競争ポイントは、統合制御ユニットに加
え、これらの認識や判断を世界中の道路や交
通環境でいかに高い信頼性で機能するかを保
証する点に移り始めている。すなわち、走行
実績の蓄積量に注目が集まっている。言い換
えると、特定の国や交通環境に限定して画像
認識ができるかどうかというレベルで、技術
力や競争力の向上を図る段階からは脱しつつ
あると考えるべきである。

たとえば、一部の先進技術企業の場合、主

ータの蓄積も必要となる。つまり、OEMは
そのようなデータを蓄積し、対応する性能を
装備していなければ車載における「信頼性が
ある技術」とは考えないのである。そこがデ
ジタルカメラや事務機を扱う事業とは大きく
異なる点である。

3 電子アーキテクチャーの
 変化などへの圧倒的な対応遅れ

従来、先進的な車載エレクトロニクス開発
は、OEMとTier1の共同開発で進められるの
が一般的であった。米国でも欧州でも日本で
も、OEMとTier1は研究・開発期から量産開
発期まで共同で開発を進めてきた。だが約10
年前、自動ブレーキなど自動運転機能の一部
である衝突安全機能の開発において、特に欧
州のトップOEMはTier1とではなくNVIDIA
やモービルアイといった、従来Tier2に位置
づけられてきた先進技術企業との研究・開発
や先行開発をスタートさせた。そして量産開
発については、これら先行開発までの成果で
ある、OEMが先進技術を有するNVIDIAや
モービルアイとともに決定したアーキテクチ
ャーを前提に、安価で高い信頼性のある設
計・製造・評価することをTier1に委託する
のである。

図3　開発構造の変化

従来

現在

研究 先行開発

OEMとTier1で共同開発

OEMとNVIDEAやモービルアイなどの先進技術企業 Tier1が実施

量産開発



26 知的資産創造／2017年6月号

いう厳しい環境下にある。

Ⅲ	事業開発のシナリオ

統合制御ユニットにより複数のセンサーが
制御され、センサーがコモディティ化される
時代を前提とすると、カメラ単品などデバイ
スとしての性能だけで差別化して勝ち残って
いくことは非常に厳しい時代になっていると
いうのは、前述した通りである。ここでは、
統合制御システムによる新しい電子アーキテ
クチャーにおいて、レベル 4 を目指した10年
以上先を見据えた事業開発について論述す
る。

事業開発のシナリオとして、①パートナー
の見極めと画像認識データの蓄積、②カメラ
とレーザーレーダーなどを組み合わせた先進
的画像処理・認識技術の開発、③ROIなど事
業評価の開発が想定される。

1 パートナーの見極めと
 画像認識データの蓄積

前述のように、世界中の道路や交通環境で
の走行実績をいかに蓄積するかを考えなけれ
ばならない。言い換えると、特定の国や交通
環境で画像認識ができる、できないというレ
ベルで技術力や競争力の向上を図る段階から
は脱しつつあり、世界中のあらゆる地域、交
通環境での走行実績の蓄積が必要となる。ど
んなに優れた画像処理・画像認識技術があっ
てもデータの蓄積がなければ採用に至らない
のである。

しかしながら、イメージング産業のメーカ
ーが単独で走行実績を蓄積することは難しい
ため、OEMやTier1の状況を精査し、各社の

要OEMを上回る走行実績を既に蓄積し、こ
の実績やデータによってOEMが開発したア
ルゴリズムを補完できることを要件としてア
ピールしている。さらに、こうした状況は、
カメラでの画像処理・認識だけでなく、ミリ
波レーダーやレーザーレーダーのデータを含
めた複合認識にまで及びつつある。

前述の開発構造の変化は、PCや携帯電話
で一般化したアーキテクチャーを決める先進
技術企業と、決まったアーキテクチャーを
OEMに代わって組み立てるEMSの関係に極
めて似ている。つまり、車載エレクトロニク
スに本格的なデジタル化の波と付加価値シフ
ト・産業構造変化が到来しつつあると考える
べきである。

よって、自動運転を実現していくために
は、世界中の道路や交通環境での走行実績の
蓄積量を持っており、またそれらにおける画
像認識が可能な技術を提供できるプレイヤー
の付加価値が圧倒的に高まっていく。

自動車の開発期間は長いため、10年後に市
販される製品は、OEMにとって既に研究開
発段階にはなく、特定のパートナーとの先行
開発が始まりつつある。冒頭で述べたよう
に、先進技術開発を行うOEM各社は2025年
前後に自動運転車の市販を予定しており、求
められる技術レベルは基礎技術の発案ではな
く、低コスト化と信頼性検証の段階にあると
考えるべきである。

日本のイメージング産業はこうした車載事
業における電子アーキテクチャーの変化に完
全に乗り遅れており、いまだにカメラなどの
デバイス販売に甘んじている。このままだと
Tier1への安価なコモディティ品の提供企業
という位置に甘んじ続けなければならないと
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使って車両の周囲360度の状況を3Dデータで
捉えることのできるレーザーレーダー（Li-
DAR）の果たす役割は大きい。レーザーレ
ーダーによって、水たまりに関しても実際に
水面の下にくぼみがあるのかどうかというこ
とや、車両の前方だけでなく横から接近して
くる物体の検知も可能となる。

実際に、自動運転車の走行試験の分野で先
行するグーグルの自動運転カーは、カメラ、
ミリ波レーダー、レーザーレーダーの 3 つを
併用することで走行上の安全性を確保してい
る。各種報道などで見かけるレクサスやプリ
ウスを改造した自動運転車には複数のカメラ
が搭載され、人間の目と同じように視差を利
用して物体の立体情報を得ることができる。
また、周囲の物体およびその動きを正確に認
識するために、フロントバンパー、リアバン
パーにはレーダーを、屋根には物体認識の心
臓部ともいうべきベロダイン製のレーザーレ
ーダーを搭載している。これにより、車両の
周囲360度、最高で200m先の物体まで認識す
ることができる。事実、この技術・システム
によって、グーグルはカリフォルニア州の公
道における自動運転車の走行実験で、ダイム
ラーやボッシュなどとの競合でも圧倒的に低
いドライバー介入度を達成している。

自動運転時代には、これまでのハード面で
の車の性能だけではなく、いかに安全で、か
つ人間の運転と同じような自然な操作による
快適な乗り心地を実現するかが競争要因にな
ると考えられる。そのため、カメラやミリ波
レーダー、レーザーレーダーなど複数のソー
スを組み合わせた正確な物体認識技術と、物
体の動きを先読みして自車の動き方を制御す
る統合的な自動運転走行システムの構築が求

開発体制、保有技術から自社で補完できるこ
とを明確に捉えてパートナーシップを組んだ
上で、10年以上先を見据えた商品開発、走行
データの蓄積を進めなければならない。

2 カメラとレーザーレーダーなどを
 組み合わせた先進的画像処理・
 認識技術の開発

自動運転を実現するために車載イメージン
グ技術に求められる要求水準は、これまで述
べてきたように極めて高い。たとえば、車載
カメラを使用することで、路上に駐停車して
いる車両や側道の歩行者、障害物の画像認識
を行うことはできるが、路面そのものの状況
を細かく把握することは難しい。カメラで路
面のコンディションを捉えた場合、光の反射
の仕方によっては、水たまりがくぼみに見え
たり、対向車が飛ばしてくる水しぶきが障害
物に見えたりすることがある。本来は安全で
あるはずの水たまりや水しぶきも、認識精度
を上げない限り車両のスムーズな走行を妨げ
てしまう要因となる。

また、ミリ波レーダーにも限界がある。ミ
リ波帯の電波を用いているため、降雨や霧の
中でも100m前方の障害物を検知することが
でき、衝突安全システムに採用されているケ
ースも多いが、レーダーが届いていない車両
の横から接近してくる物体の検知はできない
などの問題がある。実際に米フロリダ州の高
速道路で発生した、自動運転中のテスラモデ
ルSの死亡事故は、高速道路とT字路で接続
している支線から突如トレーラーが飛び出し
てきたことが事故原因の一つといわれてい
る。

そういった意味では、赤外線や可視光線を
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「3Dレーザーレーダー」を開発し、事業展開
している。これにより、レーザーの出力光を
上下左右に振って空間を帯状にスキャンし、
広い領域を高い分解能で、高速かつリアルタ
イムに検出可能なシステムを開発している。

こうした技術は、事務機メーカーである同
社がレーザープリンターの開発で培ってきた
光学系の高精度な走査技術と、さまざまな光
学技術を組み合わせることに成功したからで
ある。つまり、日本のイメージング産業は、
カメラの技術だけでなく高精度の走査技術な
ど、その保有する光学技術を統合的に活かす
ことによって、統合制御システムの開発に付
加価値の軸足が移行していく時代に合わせ
た、パートナー企業との共同開発に取り組む
べきであろう。より具体的にいえば、製品を
安価に提供するのではなく、統合制御の考え
方に整合し、カメラ、ミリ波レーダー、レー
ザーレーダーの組み合わせで制御が行われる
ことを前提としてこれらのセンサーを組み合
わせ、いかに画像処理・認識のレベルを向上
させていくかを一つのシステムとして研究開
発していくことをOEMもしくはTier1と共同
で進めていくことが必要となる。

こうして開発された技術が、レベル 3 以
降、レベル 4 時代において採用され、先進的
画像処理・認識技術の実現に寄与することを
目指して、開発を進めることが求められてい
る。

3 ROIなど事業評価の開発
車載市場でのイメージングは自動車の開発

期間が長いことから、10年以上の歳月をかけ
た事業開発となる。そのため、10年以上の時
間軸でROI（投下資本利益率）を考え、取り

められる。分かりやすい例では、ボールが道
路に転がってきて、子供がそれを追いかけて
くる画像を認識した場合、人間であれば子供
が道路に飛び出してくる可能性がまず頭をよ
ぎり、速度を落とすだろう。同じように自動
運転車にも、画像の連続的な動きから少し先
の未来の動きを予測して危険を察知した場
合、あらかじめ回避行動を想定した動きを取
ることが期待されている。

トヨタ自動車傘下の研究機関である米国ト
ヨタ・リサーチ・インスティテュートのアド
バイザーで、スタンフォード大学人工知能研
究所所長Fei-Fei Li氏は、歩行者を単に歩行
者と認識するだけでなく、「歩きスマホをし
ていて車に気づかず、誤って道路に飛び出し
てくる危険がある」など、持ち物や視線、歩
き方までも認識することで歩行者の動きを予
測するようなAIの研究を行っている。また、
道路の合流箇所でほかの有人ドライバーの車
がどう動こうとしているかを画像の連続デー
タから判断し、車の動き方を変えるような技
術の研究も行っている。この技術が完成すれ
ば、高速道路の合流箇所での渋滞や市街地で
の玉突き事故の減少につなげることができる
と期待される。

こうした環境において、日本のイメージン
グ産業は、カメラだけでなくミリ波レーダ
ー、レーザーレーダーを組み合わせた形で、
いかに安全性の高いシステムを構築できるか
という視点に立った開発を行うべきである。
たとえばコニカミノルタは、逆光に弱いカメ
ラ、物体を認識しづらいミリ波レーダーを補
完するものとして、特殊な赤外半導体レーザ
ー光源系と特殊な走査光学系を組み合わせた
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組むことが重要である。しかしながら、これ
までのカメラや事務機の事業における技術・
製品開発と比較するとサイクルは長く（デジ
タルカメラで 2 〜 4 年程度）、その長い時間
軸に耐えられる事業評価の仕組みが必要とな
る。開発投資のリターンが得られるのは10年
以上先であり、その間、死亡事故などのリス
クすらある自動車に求められる安全性を確実
なものにしつつ、長い歳月をかけた開発とさ
まざまな地域での走行試験、画像処理・認識
の積み重ねによる検証作業が必須となる。こ
うした事業には、過去の製品とはまったく異
なる信頼性と開発期間が求められるというこ
とを、経営者自身が十分自覚した上で、事業
開発に取り組むべきであろう。
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